
 
 

 

 

 

 

 

★★★ 第 3 次 ★★★ 

呉市市民協働推進基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年３月 

呉  市 



 

 

目   次 

 

第１章 計画の趣旨，位置付け等 

１ 計画策定の趣旨                ・・・・・・・・  １ 

２ 計画の位置付け及び計画期間          ・・・・・・・・  １ 

第２章 市民協働の理念と原則 

１ 市民協働の概念                ・・・・・・・・  ２ 

２ 市民協働の社会的意義             ・・・・・・・・  ２ 

３ 市民協働の役割分担              ・・・・・・・・  ３ 

４ 市民協働の基本原則              ・・・・・・・・  ５ 

第３章 呉市の市民協働を取り巻く背景 

１ 社会経済情勢の変化              ・・・・・・・・  ６ 

２ 市民協働に対する市民・職員の意識       ・・・・・・・・  ７ 

３ 市民公益活動団体アンケート          ・・・・・・・・  ８ 

４ 第２次呉市市民協働推進基本計画の成果と課題  ・・・・・・・・ １０ 

第４章 呉市の市民協働施策に係る今後の方向性    ・・・・・・・・ １６ 

第５章 市民協働推進に係る具体的方策        ・・・・・・・・ １８ 

【参考】呉市市民協働推進委員会 委員名簿      ・・・・・・・・ ２３ 

 



第３次呉市市民協働推進基本計画 

 

 

第１章 計画の趣旨，位置付け等 

１ 計画策定の趣旨 

呉市は，平成１５年３月に，個性豊かで活力のある地域社会の実現に向け，市民，市

民公益活動団体，事業者及び市がそれぞれの責任と役割を理解し，対等な立場で市民協

働のまちづくりの推進に取り組んでいく旨の「呉市市民協働推進条例」を制定しました。 

また，この条例に基づき，市民協働のまちづくりに向けての環境整備等を総合的かつ

計画的に推進していく上でのよりどころになるものとして，平成１６年３月に「呉市市

民協働推進基本計画」を，平成２１年３月に「第２次呉市市民協働推進基本計画」を策

定し，市を挙げて市民協働の推進に取り組んできました。 

これに加えて，平成２０年３月に，地域コミュニティ（地縁型組織）との協働施策を

まとめた「ゆめづくり地域協働プログラム」を策定し，「コミュニティの自立経営（地

域力の向上）」と「小さな市役所の実現（協働型自治体への移行）」の二つを目標に掲

げ，特色ある資源を生かした地域の活性化や地域が抱える課題の解決など，地域住民に

よる自主的で自立した地域活動を積極的にサポートしてきました。 

しかし，人口減尐・尐子高齢化や行財政改革・地方分権改革の進展など，呉市の市民

協働を取り巻く背景は大きく変化しており，市民，市民公益活動団体及び事業者の意向

を踏まえながら，時代のニーズに応じた市民協働施策を展開していくことが求められて

います。 

本計画は，このような状況を踏まえ，呉市の市民協働の推進に関する平成２６年度か

らの新たな基本計画を策定するものです。 

 

 

２ 計画の位置付け及び計画期間 

本計画は，呉市市民協働推進条例第１０条第１項の規定に基づき策定する市民協働の

推進に関する基本計画で，平成２６年度から平成３０年度までの５年間を計画期間とし

ます。 

なお，この計画期間については，社会経済情勢の変化や本計画の進捗状況を勘案しな

がら，見直しを行っていくものとします。 

 

 

- 1 - 



第２章 市民協働の理念と原則 

１ 市民協働の概念 

戦後，我が国は，住民の生活水準の全体的な底上げに向けて，「行政主導」によるま

ちづくりを進めてきました。これにより，生活基盤の整備や社会保障制度の充実を図る

ことができましたが，一方で，それぞれの「まち」が持っていた個性や特色が影を潜め

るとともに，「まち」の良さを大切にする心や人のつながりが希薄になり，まちづくり

のエネルギーであった「地域力」の低下が懸念されるようになりました。 

このような「画一的なまちづくり」や「地域のつながり，人々の 絆
きずな

の希薄化」とい

った状況の解決（負の遺産の解消）に向け，国を挙げての行財政改革・地方分権改革が

進められており，自らの判断でまちづくりを行うことが求められる時代となっています。 

呉市においても，厳しい状況が続く行財政基盤を整え，市民が安心して安全・快適に

暮らしていくことができる「心身ともに豊かで活力あふれる社会」の構築に向けて最大

限努力することとしているものの，常に公平性・中立性を求められる行政が，多様化す

る全てのニーズに十分対応することは難しい状況にあります。 

こうした中，行政だけでは対応しきれない個別のニーズに応えるためには，市民との

協働が不可欠となっており，個々の市民，市民公益活動を行う団体，事業者等が，お互

いの存在について理解と尊重をし，それぞれの役割を分担しながら，対等の立場で連携

し，足りない点を補完しあい，それぞれが自らの知恵と責任において行動することによ

って活力ある地域社会をつくるという「市民協働」の仕組みが重要となってきました。 

呉市市民協働推進条例では「市民協働」を「不特定かつ多数の者の利益の増進を図る

ことを目的として，市民，市民公益活動団体，事業者等及び市が，その自主的な行動の

下に，お互いに良きパートナーとして連携し，それぞれが自らの知恵と責任においてま

ちづくりに取り組むこと。」と定義しています。 

 

 

２ 市民協働の社会的意義 

(1) まちづくりを進めていく原動力 

地方分権改革が進展する中，個性豊かな特色あるまちづくりを目指すためには，市

民との「協働」が不可欠です。例えば，安全で安心なまちづくりや，特色あるふるさ

とづくりの推進など市民や市民公益活動団体自らが主体となって，様々な地域課題の

解決に取り組んでいます。このような市民協働の推進が，まちづくりを進めていくた

めの原動力となります。 

 

(2) 新しい公共の創出（新たな公共サービスの提供） 

市民が求めている多様で充実した新たな公共サービスを提供するためには，これま

でのように行政だけでの対応では困難な状況になっています。他方で，自発性，独創

性，柔軟性，先駆性，迅速性等を持った市民，市民公益活動団体及び事業者は，行政

と役割を分担し，協働することにより，新たな公共サービスへのニーズに応えること

ができます。このように，市民協働によるまちづくりの実現によって，多元で多様な

公共サービスの提供が期待されます。 
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(3) 自己実現・生きがいの場 

物の豊かさから心の豊かさへと人々の意識が推移している今日，市民は，つながり

のある暮らしや自分らしさの発見という自己実現や生きがいの場として福祉，環境，

まちづくり，教育，国際交流など様々な分野で自主的な公益的活動を展開しています。

市民協働の推進により，このような活動が充実することで，更に自己実現や生きがい

を実感できる場となることが期待されます。 

 

 

３ 市民協働の役割分担 

(1) 市民の役割 

市民協働の推進において，まず必要なことは，市民一人一人が自らまちづくりの主

体であるという認識と自覚の下，地域社会に関心を持つことです。自分の周囲のこと

について，決して他人事ではなく自分自身ができることを考え，行動し，積極的に参

加し，これら一連の行動を継続的に行っていくことが求められます。 

 

○ 地域への関心 

市民一人一人が，自分たちのまちに関心を持ち，小さいことでも自分ができるこ

とを考えて，行動していくことが期待されています。 

○ 自治会への加入と参加 

市民にとって一番身近であり，市民生活を送る上で一番関わりのある団体として

自治会があります。まずは，自治会に加入することが大切です。そして，誰もが，

すぐにできるコミュニティ活動として，自治会の行事や活動に積極的に参加するこ

とが期待されています。 

○ 市民公益活動への参加 

自分が持っている知識や能力を市民公益活動に生かすことが期待されています。 

 

(2) 市民公益活動団体の役割 

市民公益活動団体が，その活動を通して公益的な分野に携わる以上は，その社会的

評価が問われ，説明責任も求められます。 

また，市民公益活動団体の活動が更に活発化するためには，社会的な認知を受ける

必要があります。そのためにも，活動情報の開示などにより，幅広く市民の理解を得

られるような努力をすることが必要です。 

 

○ 活動情報の開示 

自らの活動情報を積極的に発信することで，より多くの市民に理解され，受け入

れられるように努力することが期待されています。 

○ 専門知識や情報の活用 

自らが持っている専門的な知識や情報，ノウハウを生かし，まちづくりに積極的

に参画することが期待されています。 
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○ 活動の場の提供 

自らの活動を通じて，市民に生きがいや社会参画のきっかけ（あらゆる市民の居

場所と出番）を提供する役割が期待されています。 

○ 公共サービスの提供 

多様化する市民ニーズに対応するため，幅広い公共サービスを提供することが期

待されています。 

 

また，市民公益活動団体のうち，特に住民自治組織については，次の役割が期待さ

れます。 

 

○ まちづくり委員会等の活動 

市内全域（２８地区）に設置されたまちづくり委員会等は，地域において様々な

活動を行っている各種団体を包括する組織です。このまちづくり委員会等が中心と

なって策定した，地域の個性と特色を生かした「地域まちづくり計画」に基づき，

自立した地域づくりを推進していくことが期待されています。 

○ 自治会の活動 

自治会は，住民生活に密着した団体です。地域住民に対して自治会への加入を呼

び掛け，住民が参加しやすい行事を開催し，地域住民同士の交流を図ることが期待

されています。 

 

(3) 事業者の役割 

事業者の役割は，地域社会の一員として，市民協働を理解し，その推進に協力する

ことです。 

事業者は，製品やサービスの供給，雇用創出，納税等により，その本来目的や義務

を果たしていますが，そのような経済活動に終始するのではなく，自らも地域の一員

であるという「企業市民」という立場に立って市民公益活動に目を向けていくことが

求められます。 

 

○ 地域への貢献 

地域社会を構成する一員として，社会に貢献する活動やまちづくりに積極的に参

画することが期待されています。 

○ 社会貢献活動への理解 

ボランティア休暇の整備など従業員が社会貢献活動をしやすい環境を整備するこ

とが期待されています。 

○ コミュニティ活動・市民公益活動への支援 

自治会を始めとする各種団体が行うコミュニティ活動や市民公益活動団体が行う

市民公益活動に対し，資金的な支援や人的な支援のほか，持っている情報やノウハ

ウ等を提供し，活動を支援する役割が期待されています。 
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(4) 市の役割 

市民協働のまちづくりが活発に行われるような環境整備など，適切な施策を速やか

に実施していくことが必要です。当面，市民，市民公益活動団体や事業者による市民

協働事業に対しての支援策を計画的かつ総合的に推進していくべきです。 

また，市民，市民公益活動団体，事業者及び市が，お互いに信頼関係を構築してい

くためには，市民協働事業の情報を，計画，実施，評価における全ての段階で原則と

して共有しなければなりません。さらに，職員の啓発や研修などを通して市民協働の

重要性を個々の職員が認識し，対等なパートナーとなれるよう職員の意識改革を行う

ことが必要です。 

 

 

４ 市民協働の基本原則 

市民，市民公益活動団体，事業者及び市が，対等な立場のパートナーとして主体的に

それぞれの責務と役割を理解し，市民協働のまちづくりの推進に努めるための基本原則

を次のとおりとします。 

 

(1) 対等の原則（みんなが主役） 

対等な関係が前提となり，意思決定にも関わり，責任も共有します。 

 

(2) 相互理解の原則（同じテーブルに着き，お互いを理解する。） 

協働のきっかけづくりとして，普段から話合いや交流を行い，相手の立場や状況に

対する理解を深めます。 

 

(3) 自主性・自立性の原則（自分のことは自分で決め，他の力を借りない。） 

市民公益活動における自主性を最大限に尊重し，自立化することを推進します。 

 

(4) 目的共有の原則（目指すことは同じ。） 

目的が共有できたときに協働の仕組みが成立します。 

 

(5) 公開透明性の原則（みんなが知る。） 

支援，活動状況などのあらゆる市民協働の内容を公開し，いつでも，誰でも知るこ

とができるようにします。 
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第３章 呉市の市民協働を取り巻く背景 

１ 社会経済情勢の変化 

(1) 人口減少・少子高齢化の進展 

呉市の人口は，昭和５０年を境として減尐傾向にあり，直近５年間の状況を見ると，

１１，６０７人（▲４．６％）の減となっています。要因としては，高い高齢化率

（Ｈ２５．３月末現在：３１．０％）と低水準の合計特殊出生率（Ｈ２３：１．５

０）が大きく影響しているほか，若年層を中心に市外への流出が多く見られます。 

なお，過疎地域に指定されている５地区（下蒲刈・倉橋・蒲刈・豊浜・豊）に限っ

て見ると，人口は１，９１３人（▲１２．１％）の減，高齢化率は５０．０％（Ｈ２

５．３月末現在）となっており，より深刻な状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 行財政改革・地方分権改革の進展 

呉市は，平成１９年９月に「呉市財政集中改革宣言」を行い，平成２０年度から平

成２４年度までの５年間で見込まれる財源不足額が３８４億円に上ることを明らかに

し，「人件費の削減（職員数▲３９９名（▲１５．８％））」，「企業誘致の推進等

による市有地の積極的処分」及び「施策等の見直し」を柱とする「呉市財政集中改革

プログラム」により，財源不足額の解消を達成しました。 

また，国の事務・権限の地方への移譲や地方が行う事務への国の関与の廃止を始め

とする「地方分権改革」が進展する中，今後も，市民生活に必要な行政サービスを安

定的に提供するとともに，持続可能な行政を確立していく必要があります。このため，

平成２４年６月以降順次「呉市アウトソーシング推進計画」，「呉市公共施設再配置

計画」及び「呉市職員体制再構築計画」を策定して，積極的な行財政改革を推進して

います。 
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図1 呉市の人口・高齢化率の推移
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２ 市民協働に対する市民・職員の意識 

(1) 市民意識調査 

平成２１年度に行った呉市民意識調査によると，住んでいる地域で地域活動に参加

していると回答した人の割合は，全体の４２．３％となっています。また，今後参加

してみたい地域活動について聞いたところ，「ボランティア活動」と答えた人の割合

が最も高く（２４．７％），次いで自治会（１１．８％），老人会（１０．６％）と

なっている一方で，「特に参加したいとは思わない」と答えた人が４１．８％となっ

ています。 

どうすれば地域活動に参加しやすくなると思うか聞いたところ，「活動内容や連絡

先などを広報する（３４．２％）」，「世話役の持ち回りなどの負担を減らす（３１．

８％）」，「活動団体からの声掛けを行う（２９．７％）」などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 職員意識調査 

毎年度，協働型職員（市民視点で自分の職務を遂行でき，市民の立場で市民に接す

ることができる職員）の育成に向けて，呉市の市民協働施策の説明や市民公務員のト

ップランナーによる講演，地域イベントへのボランティア体験実習などの「市民公務

員育成研修」を行っています。 

一方で，毎年度行っている市職員に対する市民協働に関するアンケート調査による

と，住んでいる地域で地域活動に「積極的に」参加していると回答した人の割合は，

全体の３５．７％（平成２４年度調査）となっており，更なる参加促進が必要となっ

ています。 

 

 

図 3 

 

図 4 
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図5 地域協働に係る職員意識調査の結果（平成24年度）

地域活動に積極的に参加する職員 35.7%
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３ 市民公益活動団体アンケート 

(1) ボランティア・ＮＰＯ団体（市民公益活動登録団体） 

平成２５年度に行ったボランティア・ＮＰＯ団体（市民公益活動登録団体）向けア

ンケートによると，主な活動分野として「子育て・子どもの健全育成」を挙げた団体

の割合が最も高く（４０．６％），次いで「高齢者支援」，「地域住民，家族などの

絆づくり」（ともに３４．２％）となっています。 

また，年間の活動資金（１年間の決算額）が「１０万円未満」と答えた団体が半数

を超える中（５０．５％），活動する上での課題として最も割合が高いのは「人材

（５５．０％）」となっており，「資金（３２．７％）」，「他団体との交流，行政

との連携（２２．３％）」を大きく上回っています。 

一方，今後協働・連携したい相手として，「地縁系組織（４４．１％）」，「同じ

分野の市民公益活動団体（４２．１％）」，「行政（２８．２％）」と続いており，

その理由としては「より地域に貢献することができる（４６．５％）」，「他団体と

ノウハウ・情報を共有することができる（４４．１％）」，「連携することに意義が

ある（３３．７％）」などとなっています。 

 

 

 

 

 

40.6%

34.2%

34.2%

31.7%

29.7%

26.7%

15.3%

14.9%

13.9%

13.9%

10.9%

9.4%

8.9%

8.9%

5.9%

4.5%

2.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子育て，子どもの健全育成

高齢者支援

地域住民，家族などの絆づくり

障害者支援

地域のにぎわいづくり

健康づくり，食育，疾病予防

芸術・スポーツの技能向上

ごみの減量化，美化活動

自然環境の保護

地域の伝統文化の継承

防災，災害時の支援

観光振興

男女共同参画の推進

防犯，安全

その他

外国人市民との共生

ＮＰＯ活動支援

消費者保護

図6 活動分野（複数回答可）

10万円

未満

50.5%
10～49

万円

27.2%

50～99

万円

6.7%

100～

499万

円

11.7%

500～

999万

円

1.7%

1,000万

円以上

2.2%

図7 昨年度の決算額

44.1%

42.1%

28.2%

13.9%

12.4%

5.4%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地縁系組織

同じ分野の市民公益活動団体

行政

違う分野の市民公益活動団体

事業者

その他

なし

図8 今後協働・連携したい相手（複数回答可）

46.5%

44.1%

33.7%

29.2%

25.2%

24.3%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

より地域に貢献することが

できる

他団体とノウハウ・情報を

共有できる

連携することに意義がある

活動の機会・場所が確保

できる

市民の信頼・理解を得や

すくする

他団体の人材を活用でき

る

他団体の資金を活用でき

る

図9 協働・連携したい理由（複数回答可）
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(2) 自治会 

平成２５年度に行った自治会向けアンケートによると，自治会長の半数強が７０歳

代以上，９割以上が６０歳代以上となっており，ボランティア・ＮＰＯ団体代表者

（７０歳代以上は４割弱，６０歳代以上は３分の２程度）と比較しても，担い手の高

齢化が顕著となっています。こうした中，自治会が抱える課題について尋ねたところ，

７割を超える自治会が「後継者不足（７１．４％）」を挙げています。 

また，現在自治会で力を入れている活動として「市からの連絡などの広報（７７．

７％）」，「環境美化活動（７６．６％）」を挙げる自治会が多い一方，今後力を入

れたい活動として「環境美化活動（４３．６％）」に続いて「防災活動（４２．

３％）」と答えた自治会が多く，東日本大震災をきっかけに見直された「共助・支え

合いの要」としての自治会の意義を意識した回答結果となりました。 

一方，ボランティア・ＮＰＯ団体との協働意向については，「一緒に活動している

（１８．６％）」，「一緒に活動してみたい（２６．８％）」の合計が５割に満たな

い状況となっており，その理由としては，「ボランティア・ＮＰＯ団体のことがよく

分からない（４０．１％）」，「自分たちだけでやっていけると思う（２９．

２％）」などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71.4%

38.8%

37.5%

22.0%

20.7%

17.1%

14.4%

7.3%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80%

後継者不足

役員が忙しくなりすぎる

地域のことに住民が関心を持た

ない

会議や行事に住民参加がない

仕事量の割に合った手当がない

お金の不足

施設や場所の不足

活動の参考となる情報の不足

その他

図10 自治会が抱える課題（複数回答可）

43.6%

42.3%

39.4%

36.7%

36.5%

34.4%

21.5%

2.6%

0% 20% 40% 60%

環境美化活動 （町内清掃，資源

集団回収等）

防災活動 （防災訓練，資材整

備，マップづくり等）

市からの連絡などの広報 （回

覧，掲示等）

福祉活動 （高齢者，子育て，サ

ロン等）

防犯・交通安全運動 （街頭指

導，パトロール等）

文化活動（祭り，伝統芸能の保存

伝承等）

体育活動（運動会，ウォーキング

大会等）

その他

図11 今後，自治会で力を入れたい活動（複数回答

可）

一緒に活

動してい

る

18.6%

一緒に活

動してみ

たい

26.8%一緒に活

動したい

とは思わ

ない

14.3%

よく分か

らない

40.3%

図12 ボランティア・ＮＰＯ団体との協働

意向

40.1%

29.2%

27.7%

18.8%

16.3%

0% 20% 40% 60%

ボランティア・ＮＰＯ団体の

ことがよく分からない

自分たちだけでやっていけ

ると思う

どうやってボランティア・ＮＰ

Ｏ団体等と一緒に活動すれ

ばいいか分からない

ボランティア・ＮＰＯ団体と

一緒に活動するメリットが実

感できない

その他

図13 一緒に活動しない理由（意向がない自治会の

み，複数回答可）
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４ 第２次呉市市民協働推進基本計画の成果と課題 

平成２１年３月に策定した「第２次呉市市民協働推進基本計画」に基づき，これまで

様々な市民協働施策を展開した結果，どのような成果を挙げ，また，どのような課題を

残したのか，計画に掲げた施策・基本目標ごとに点検しました。 

  

 

 

 

 

 

【１】 推進体制の仕組みづくり 

基本目標１ 行政内部の体制整備を行います。市職員の市民協働への理解を深めます。 

地区別職員名簿の作成 

市民協働担当職員の配置 

呉市市民協働推進連絡調整会議 

呉市市民協働推進委員会（附属機関） 

○ 個々の職員に対する啓発や情報提

供を行うことが可能になるととも

に，市民協働に対する基本的な理解

が浸透し，地域協働に関わる職員の

増加に結び付きました。 

○ 市民まち普請事業の採択審査等を

通じて，各部の立場からの意見を述

べ合うなど，全庁的な協働推進体制

を整備することができました。 

○ 職員が地域活動への参加に一歩踏

み出すことができるようになったと

はいえ，自ら居住する地域の活動に

「積極的に」参加している職員の割

合は高まっておらず，積極的に参加

している職員や幹部職員などがイベ

ントや会合などへの参加の際に声を

掛けるなどして，更に二歩目・三歩

目を踏み出すことができるようなサ

ポート体制を構築する必要がありま

す。 

成 果 課題と対応策 

 

主な指標の推移 

 
基本目標２ 地縁型組織の体制整備を支援します。 

地域まちづくり計画策定支援 自治会への加入促進 

○ ２８地域でまちづくり計画が策定

され，協働によるまちづくりの意識

醸成に結び付きました。 

○ 自治会に加入しない世帯の増加や

高齢化に伴う自治会運営の活力低下

などにより，自治会加入率の低下に

歯止めが掛かっておらず，自治会の

意義や地域活動の楽しさなどについ

て更なる周知を行う必要がありま

す。 

成 果 

 

主な指標の推移 

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

件 H20 7 H24 45 38 542.9%

人 H20 83 H24 1,158 1,075 1,295.2%

市民協働推進連絡調整会議審議件数
（市民まち普請採択審査数，各年度末まで
の累計）

市民公務員育成研修参加者数
（各年度末までの累計）

項　　目 単位
指標の推移

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

件 H20 1 H24 28 27 2,700.0%

％ H20 80.6 H25 76.4 ▲ 4.2 ▲5.2%

地域まちづくり計画策定件数
（各年度末までの累計）

自治会加入率
（各年度5月現在，連絡区を除く）

項　　目 単位
指標の推移

課題と対応策 
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【２】 情報の共有化 

基本目標１ 市民公益活動団体の活動の活発化を図るため，情報発信などを支援しま 
す。積極的に行政情報を提供します。 

市民協働に関するホームページの充実 

呉ボランティア情報紙の発行 

市長と「絆」トーク（市長と語ろう） 

市民活動団体間の情報交流推進 

○ ホームページやボランティア情報

紙を通じた継続的な情報提供はもち

ろんのこと，掲載記事の募集・作成

を通じて市民公益活動団体の主体

性・積極性を高めることができまし

た。 

○ 市政に対する市民との意見交換を

行うことにより，多くの市民に市の

考えを共有してもらうとともに，地

域と行政との協働事例をより多くの

方に知っていただくことができまし

た。 

○ 市民公益活動団体を中心とする実

行委員会が市民活動メッセを企画す

るなど，協働実施の取組は進んでい

るといえますが，こうしたイベント

以外の場での団体間交流や地縁系団

体との協働はあまり活発に行われて

おらず，様々な団体をマッチングさ

せる仕掛けを構築する必要がありま

す。 

成 果 

 

主な指標の推移 

 
基本目標２ 市の行政運営に市民の声が十分届く仕組みを整備します。 

パブリックコメント制度の推進 市長への便り 

○ 広く市民から意見を募り，意見の

内容について庁内で議論した上で，

市政運営に反映させました。 

○ 市民協働の更なる推進に向け，活

動主体の様々な意見を聴く仕組みを

充実させる必要があります。 

成 果 

 

主な指標の推移 

出前トーク 

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

件 H20 111 H24 603 492 443.2%

％ － － H25 18.6 － －

項　　目 単位
指標の推移

ボランティア情報紙掲載記事数
（各年度末までのH20以降の累計）

ＮＰＯ・ボランティア団体と連携・協働してい
る自治会の割合（自治会長アンケート）

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

件 H20 3 H24 13 10 333.3%

件 H20 455 H24 1,985 1,530 336.3%

項　　目 単位
指標の推移

パブリックコメント実施件数
（各年度末までのH20以降の累計）

市長への便り受領件数
（各年度末までのH20以降の累計）

課題と対応策 

課題と対応策 
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【３】 活動拠点の整備 

くれ市民協働センターの充実 

公民館施設の提供 

市民センター等フリースペースの提供 

自治会館・集会所の整備 

○ 市民公益活動団体等との協働によ

り，くれ市民協働センターや公民館

などの公共施設を市民公益活動の拠

点として活用し，特色ある活動が数

多く展開されました。 

○ くれ市民協働センターが広地区に

あるため，地域協働課や庁内各課と

の連携が充分ではなく，更なる協働

推進に向け，新庁舎内へ拠点を設置

し，市民と行政との連携を強化する

仕組みを構築する必要があります。 

○ 公民館講座等で学んだ市民の知識

や経験を，まちづくり委員会等を中

心とした地域のまちづくり活動に生

かしていくことが重要であり，受講

生やノウハウを持った地域の方の出

番を用意し，人材（担い手）として

活用することができるような仕掛け

を構築する必要があります。 

成 果 

 

主な指標の推移 

基本目標 市民公益活動の拠点を確保します。 

 

【４】 人材の育成・啓発 

基本目標 市民公益活動団体の人材育成・人材発掘を支援します。 
市民協働に関する啓発を行います。 

まちづくりサポーター制度 

ボランティア活動人材バンクの創設 「きらりすと」登録者制度 

人材育成・研修（くれ市民協働センター）の実施 

総合的な学習の時間等による児童・生徒の地域活動への参画（小学校・中学校） 

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

人 H20 337 H24 2,056 1,719 510.1%

万人 H20 106.9 H24 103.1 ▲ 3.8 ▲3.6%

％ － － H24 48.6 － －

くれ市民協働センター相談件数
（各年度末までのH20以降の累計）

公民館延べ利用者数
（各年度）

項　　目 単位
指標の推移

公民館講座地域還元率（地区まちづくりイ
ベント・地区文化祭への出演，学校等訪
問，講座講師等，各年度末）

課題と対応策 
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○ まちづくりサポーターやくれ市民

協働センターを起点として，学生や

市民向けのまちづくり講座を開催す

るなど，市民公益活動を担う人材の

育成を進めることができました。 

○ インターンシップ（大学生）やボ

ランティア体験（高校生），キャリ

アスタートウィーク（中学生）など

の受入れや，小中学校での地域を学

ぶ学習活動の展開などにより，若い

世代への啓発を行うことができまし

た。 

○ まちづくり講座の一環で地域の夏

祭りの運営補助体験を行うなど実践

面での人材育成も一部進められてい

ますが，こうしたまちづくりに興味

を持つ方々が実際の活動の場に参加

するきっかけが尐なく，新たな人材

を市民公益活動の場に呼び込む仕掛

けを構築する必要があります。 

○ 島しょ部を中心として若年層の増

加が見込まれない中，地域の活力維

持・発展に向け，新たな視点・感覚

を持った人材の受入れについて検討

する必要があります。 

成 果 

 

主な指標の推移 

 

【５】 財政的支援 

呉市市民公益活動支援基金 

呉市災害ボランティア支援基金 

くれ協働事業提案助成（まちづくり活動企画助成） 

市民公益活動保険制度 

○ 地域まちづくり計画の実践に向

け，使途の定めのない交付金を交付

することにより，地域住民が顔を合

わせる機会（イベント）の創出や地

域情報の発信（広報紙）など，多く

の地域住民が参加することができる

にぎわいづくりの企画・実施を促進

することができました。 

○ 市民公益活動団体と市が実行委員

会を立ち上げ，双方の強みを生かし

た協働事業を行うことにより，行政

の手が届かない領域に係る公共サー

ビスの提供を図ることができまし

た。 

○ 自主的で自立した地域活動の推進

に積極的なまちづくり委員会等に対

する交付金制度を構築する必要があ

ります。 

○ ゆめづくり地域交付金以外にも，

地域向けの様々な目的別補助金があ

り，取組の一元化や事務の簡素化を

念頭に，整理統合を検討する必要が

あります。 

○ 任意団体から法人への移行などに

意欲的な市民公益活動団体への支援

の充実について検討する必要があり

ます。 

成 果 

基本目標 市民公益活動を財政的に支援します。 

ゆめづくり地域交付金制度 市民公益活動団体に対する公共施設使用料の免除 

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

人 H20 98 H24 713 615 627.6%

人 H20 2,103 H24 10,082 7,979 379.4%

％ － － H25 71.4 － －
「後継者不足」が課題であると思う自治会
長の割合（自治会長アンケート）

くれ市民協働センターにおける講座受講者
数（各年度末までH20以降の累計）

キャリア・スタート・ウィーク体験生徒数
（各年度末までの累計）

項　　目 単位
指標の推移

課題と対応策 

課題と対応策 
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主な指標の推移 

 

【６】 協働事業の実践 

○ 計画に掲げた協働事業を始めとし

て，様々な公共サービスに対して協

働手法の導入を進めることにより，

公共サービスの質の向上に結び付き

ました。 

○ 協働手法の導入を更に進め，市民

公益活動団体と市が，様々な課題の

解決に向けて，それぞれ有する強み

を生かしながら，よりよい公共サー

ビスの提供に向けて取り組む必要が

あります。 

成 果 

基本目標 市民公益活動団体等と行政との協働事業を実施します。 

【７】 ゆめづくり地域協働プログラム 

 

○ 施策目標の実現に向け，様々な取組を実施しました。これによりまかれた種が，

地域住民の手で育まれ，地域の絆が強まるとともに，様々な広がりを見せていま

す。 

○ 地域の「つながり」や人々の心の「絆」を大切にしつつ，地域住民と行政が協働

し，地域の個性や特色を生かしながら，自ら考え，自ら行動する「自立したまちづ

くり」の更なる推進を図るため，従来の取組に加え，新しい公共（協働領域）の拡

大を基本とした「協働型自治体への移行」に向けた取組を強化していきます。 

施策目標１ コミュニティの自立経営（地域力の向上） 
施策目標２ 小さな市役所の実現（協働型自治体への移行） 

【地縁型組織】 

◆まちづくり委員会等 

◆自治会 ◆女性会 

◆地区社会福祉協議会 

◆老人クラブ など 

【テーマ型組織】 

◆ＮＰＯ法人 

◆ボランティア団体 

地域協働 
ボランティア・ 
ＮＰＯ協働 

市民協働 

課題と対応策 

年度 数値 年度 数値 増減 増減率

万円 H20 1,557.7 H24 1,431.3 ▲ 126.4 ▲8.1%

事業 H22 5 H24 18 13 260.0%

万円 H20 1,400 H24 4,650 3,250 232.1%

項　　目 単位
指標の推移

市民公益活動基金現在高
（各年度末）

くれ協働事業提案制度に基づく延べ採択事
業数（各年度末までの累計）

ゆめづくり地域交付金交付総額
（各年度）
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○ 第２次呉市市民協働推進基本計画では，平成２５年度末における成果目標を設定

していますが，平成２４年度末までにいずれも達成されました。 

１ 市民公益活動の活発化 

指標名 成果目標 
平成２４年度末 

の状況 

呉市市民公益活動団体登録数 ３００団体 ３１８団体 

市内の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）数 ４０法人 ５５法人 

自立した（地域まちづくり計画を策定した）

まちづくり委員会等の数 
２８団体 ２８団体 

２ 協働事業の拡大 

指標名 成果目標 
平成２４年度末 

の状況 

呉市の協働（協働手法導入）事業数 

※庁内の協働手法導入調査で集計 
６５０事業 ８３７事業 

 

成果目標の達成状況 

【5】地域力向上のための人材育成

まちづくりサポーター
制度

◆市内8地区の12名をまちづくりサポーターとして委嘱しました。
◆市民センターを中心に，地域内各種団体の活動支援等を行うほか，「ゆめづくり協働ミニフェ
スタ」等にも参加してもらい，事例発表や交流会において活躍していただきました。

ゆめづくりフォロー
アップ事業

◆各地区リーダー養成のため，事例発表・意見交換等を行う「ゆめづくり地域協働ミニフェス
タ」，市民公益活動団体も加えた交流会「ゆめづくり協働フェスタ」，まちづくり委員会等の事務
局機能の向上を図るための「スキルアップ講座（パソコン研修）」，まちづくりの先進事例を学ぶ
「先進地視察研修」を行いました。

市民まち普請事業
◆道路や公園の整備，植樹など，市内45か所で当該事業が実施されました。

【4】地域力向上のための活動拠点確保

市民ｾﾝﾀｰ等ﾌﾘｰｽ
ﾍﾟｰｽ整備事業

◆市民センター等に設置した，フリースペースのパソコンでインターネット接続ができるように整
備しました。

ゆめづくり地域交付
金（地域予算制度）

◆使途を限定しない地域予算として，ゆめづくり地域交付金の「基礎額（50万円/団体）」及び｢
人口割額（50～400万円/団体）｣をまちづくり委員会等に交付しました。

市民公益活動支援
基金の設置

◆個人，団体から寄附金を受納しました。（H24年度末現在高：1,431.3万円）

【2】市民公務員の育成  ※市民視点を持った協働型職員を育成します。

本庁管内の地域担
当職員制度

◆本庁管内の地域担当職員制度により，地域支援を充実させました。
◆各市民センターに地域協働の総括として，副センター長を配置しました。(共に平成20年度か
ら実施)

市民公務員育成研
修等の実施

◆市民公務員研修を実施した（H20～24合計14回，延べ参加者1,158名）ほか，課程研修の一
部にも市民公務員研修を組み込みました。
◆昨年度に引き続き｢地域協働の実践に関する市職員アンケート調査」を実施し，現状把握を
行いました。

取組方針・事項 実施内容

【1】住民自治を促進する基本ルールの整備

地域まちづくり計画
の策定支援

◆平成21年度末までに，市内28地区全てのまちづくり委員会等で地域まちづくり計画が策定さ
れました。

【3】地域力向上のための財政的支援
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第４章 呉市の市民協働施策に係る今後の方向性 

第３章で見たとおり，市民協働を取り巻く背景は大きく変化しています。 

こうした状況を踏まえ，市民協働を更に推進していくためには，次の五つの視点が欠か

せないものと考えられます。 

 

人口減尐・尐子高齢化の進展に伴い，今後，公共サービスに対する市民のニーズは

更に拡大していくことが見込まれますが，行財政改革や地方分権改革がより一層進む

中，こうした市民のニーズに「行政」が全て対応していくことは，困難な状況にあり

ます。 

地域が抱える課題の解決に向け，拡大するニーズに的確に対応していくためには，

多様な主体が，それぞれ持っている利点を生かしながら，協働して公共サービスを担

っていくことが重要となります。 

こうしたことから，市民公益活動団体が行政との協働により公共サービスを提供す

る社会の実現を目指して，協働で行う公共サービスの拡大を図る必要があります。 

 

ゆめづくり地域協働プログラムの推進に伴い，地域協働によるまちづくりが行われ

ているものの，自治会への加入率の低下や市民の地域活動への参加率の低迷などが見

られ，担い手の固定化が懸念されています。 

一方で，今後ボランティア活動に参加してみたいと思う市民の割合が，自治会活動

に参加してみたいと思う市民の割合を大きく上回るなど，住んでいる地域の枠を越え

ての社会貢献活動に関心が高まりつつあります。 

このような社会貢献活動に関心を持つ市民に市民公益活動に参加していただくとと

もに，あまり関心を持っていない市民に尐しでも関心を持っていただくことにより，

多様な意見に基づく，より実情に応じたまちづくりを展開していくことが可能となり

ます。 

こうしたことから，多くの市民が市民公益活動に参画する社会の実現を目指して，

市民一人一人がまちの主役であるという当事者意識や参加意識の醸成を図る必要があ

ります。 

 

自ら描く理想的な社会（ビジョン）の実現に向け，使命（ミッション）を定め実行

するボランティア・ＮＰＯ団体は，市民公益活動団体の中でもより自立度の高い団体

ではありますが，団体の事業の広報や有益な講座の開設など，活性化に向けての市の

施策展開に関する提案も数多く寄せられています。 

その背景には，各団体の事業に携わる人材の不足とその育成（資質向上）といった

大きな課題が存在します。 

こうしたことから，ボランティア・ＮＰＯ団体が公共を支えるパートナーとしてそ

の力を十分発揮する社会の実現を目指して，団体の基礎力の底上げを支援する必要が

あります。 

(1) 市民公益活動団体が公共サービスを担うことができる体制づくり 

(2) 市民一人一人のまちづくりへの当事者意識・参加意識の醸成 

(3) ボランティア・ＮＰＯ団体の情報発信，団体・人材の育成，交流の場づくり 
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自治会及び市民公益活動登録団体のそれぞれ４割を超える団体が，より充実した地

域貢献の実現や知識・情報の共有などを理由として，連携・協働をしたいと思ってい

る状況にあります。 

このような意向があるにもかかわらず，実際に連携・協働に至っているのはその半

数弱程度であり，お互いを結び付ける場を提供することにより，連携・協働は更に進

むものと思われます。 

こうしたことから，市民協働のまちづくりを支える多様な主体が連携して新たな切

り口で地域課題の解決に取り組む社会の実現を目指して，様々な交流・連携の場を設

ける必要があります。 

 

市民公益活動を行う拠点の一つとして，広市民センター内に「くれ市民協働センタ

ー」を設置していますが，市役所本庁舎から離れた位置にあるため，市との調整や他

団体との連携などが円滑に行いにくい状況にあります。 

また，主に地縁系団体が利用している地区公民館も，利用上の制約があるなど，地

域にとって使いやすい施設となっていないため，より使いやすく多様な事業活動が展

開できるよう「まちづくりセンター」に移行したところです。 

こうしたことから，あらゆる市民公益活動団体が自立度を高め，自主的・積極的に

市民公益活動を展開する社会の実現を目指して，恒常的に集まり，協議や作業，相談

などを行うことができる拠点施設を整備する必要があります。 

 

以上の五つの視点からそれぞれ描かれる社会のイメージを総合すると，「多様な主体の

協働による自主的で自立したまち（＝協働型自治体）」に集約されると考えられます。 

これを，本計画が目指す社会のイメージと位置付け，その実現に向けて，公共サービス

の協働領域を更に拡大するとともに，それを支える多様な主体が自ら考え自ら行動する力

を蓄えていくことができるような施策に取り組む必要があります。 

 

(4) 市民協働のまちづくりを支える活動主体（市民，市民公益活動団体，事業者
及び市）を連携させる仕組みづくり 

(5) 市民公益活動を行う拠点の更なる充実 

市民公益活動団体が行

政との協働により公共

サービスを提供する社

会 

あらゆる市民公益活動

団体が自立度を高め，

自主的・積極的に市民

公益活動を展開する社

会 

ボランティア・ＮＰＯ

団体が公共を支えるパ

ートナーとしてその力

を十分発揮する社会 

多くの市民が市民公益

活動に参画する社会 

多様な主体が連携して

新たな切り口で地域課

題の解決に取り組む社

会 

本計画が目指す社会 

多様な主体の協働による 

自主的で自立したまち 

（協働型自治体） 

本計画が目指す社会のイメージ 
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第５章 市民協働推進に係る具体的方策 

第４章で掲げた「本計画が目指す社会」の実現に向け，次のとおり四つの柱を掲げると

ともに，５２項目の具体的方策を代表事例として掲げ，更なる市民協働の推進を図ります。 

 

１ 拡大する公共サービス領域を担う活動主体の基盤強化支援 

(1) 市民公益活動を担う人材の育成 

事業名 事業内容 関連する団体等 

ゆめづくりフォロ

ーアップ事業 

まちづくり委員会等同士の交流会（ゆめづ

くり協働ミニフェスタ）やスキルアップ講

座などを実施します。 

まちづくり委員

会等，市 

テーマ別合同研修 まちづくり委員会等の地域課題（防災，高

齢者支援，地域活性化など）解決力向上の

ための研修を実施します。 

まちづくり委員

会等，市 

市民協働センター

人材育成講座 

発信力の強化や法人移行・財源確保技術の

習得など，市民公益活動団体が取り組む基

礎力の底上げを支援する講座を実施しま

す。 

市民公益活動団

体，市 

まちづくりサポー

ター制度 

市民センターを中心に，地域内各種団体の

活動支援等を行う「まちづくりサポータ

ー」の活動を支援します。 

まちづくりサポ

ーター，市 

きらりすと登録制

度 

長い間の経験や様々な地域活動で培った知

識・技術を有する個人・団体を登録し，生

涯学習の場での活用を促進します。 

きらりすと登録

者，教育委員

会，市 

まちづくりセンタ

ー人材活用 

まちづくりセンター講座受講生が行う，地

域課題解決に向けてのまちづくり活動の企

画・実施を支援します。 

まちづくりセン

ター講座受講

生，市 

  

(2) 市民公益活動の推進に向けての財政的支援 

事業名 事業内容 関連する団体等 

ゆめづくり地域交

付金 

まちづくり委員会等に対して，使途を限定

しない交付金（地域予算）を交付します。 

まちづくり委員

会等，市 

市民公益活動支援

基金の運用 

市民公益活動を支援することを目的とした

寄附を受け入れ，市民協働の推進に資する

事業に活用します。 

市民，市民公益

活動団体，市 

災害ボランティア

支援基金の運用 

災害ボランティアを支援することを目的と

した寄附を受け入れ，災害ボランティアセ

ンターの設置などに活用します。 

市民，災害ボラ

ンティアセンタ

ー，市 

市民公益活動保険

への加入 

市民公益活動団体の取組に参加する方が安

心して活動に参加できるよう，活動時の事

故等に係る保険への加入を行います。 

市民公益活動登

録団体，市 

市民公益活動登録

団体に係る公共施

設使用料の減免 

市民公益活動登録団体が行う市民公益活動

を支援するため，まちづくりセンター等の

公共施設使用料の減免を行います。 

市民公益活動登

録団体，市 

地域への各種補助

金の統合 

地域向けに交付している各種補助金を統合

し，一括してまちづくり委員会等などに交

まちづくり委員

会等，市 
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付します。 

 

 (3) 市民公益活動の推進に向けての拠点機能強化 

事業名 事業内容 関連する団体等 

新庁舎への市民協

働スペースの設置 

新庁舎内に市民協働スペースを設置し，多

様な主体との協働によるまちづくり活動を

促進します。 

市民，市民公益

活動団体，事業

者，市 

まちづくりセンタ

ーの活用 

地区公民館から移行したまちづくりセンタ

ーにより，地域のまちづくり活動の振興を

図ります。 

市民，市民公益

活動団体，市 

市民ゆめ創造事業

（拠点機能整備事

業） 

事務用備品の設置など自立化に向けて拠点

機能の整備に積極的に取り組むまちづくり

委員会等に対して，交付金を交付します。 

まちづくり委員

会等，市 

 

２ 市民公益活動への参加・協働機会の拡充 

(1) 多様な媒体を使った情報発信・啓発の推進 

事業名 事業内容 関連する団体等 

新庁舎へのまちづ

くり情報コーナー

の設置 

市民協働スペース内にまちづくり情報コー

ナーを設け，市民公益活動の活発化を促進

します。 

市民，市民公益

活動団体，事業

者，市 

市政情報の発信 市政だより，ホームページ，フェイスブッ

クなどを活用して，市政に関する情報を積

極的に発信します。 

市民，市民公益

活動団体，事業

者，市 

ホームページ等を

活用した市民公益

活動団体の活動状

況の定期的な発信 

団体の活動状況を広く周知し，活動の更な

る活発化や新たな連携の促進を図るための

情報を定期的に発信します。 

市民公益活動団

体，市 

ボランティア情報

紙等を活用したイ

ベント・ボランテ

ィア募集情報の発

信 

ボランティアに関する様々な情報（人材，

イベント情報，ボランティア募集情報等）

の収集・蓄積を更に充実させ，ボランティ

ア情報紙等を活用して興味のある方へ的確

に発信します。 

市民公益活動団

体，市 

小学生向け市民協

働教室の実施 

市民協働を支える将来の人材を育てるた

め，小学生を対象とした市民協働の基本を

学ぶ教室を開催します。 

市，小学生 

 

(2) 交流・連携の場の確保 

事業名 事業内容 関連する団体等 

市民協働フェスタ

の開催 

市民公益活動団体の活動発表と交流，意見

交換の場となるイベントを開催し，地縁型

組織とボランティア・ＮＰＯ団体の協働・

連携を促進します。 

市民公益活動団

体，市 

ゆめづくり協働ミ

ニフェスタの開催 

まちづくり委員会等の交流会を開催し，活

動事例の発表や意見交換，協働事例集の配

付などを通じて委員会相互の協働・連携や

まちづくり委員

会等，市 
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活動の質の向上を促進します。 

市民活動メッセの

開催 

ボランティア・ＮＰＯ団体による市民参加

型の活動展示・発表イベントを開催し，団

体と市民との交流・連携を促進します。 

市民公益活動団

体，市 

 

(3) 更に一歩を踏み出す方へのサポートの充実 

事業名 事業内容 関連する団体等 

市民協働ハンドブ

ックの作成 

市民が市民活動・地域活動に参加しやすく

なるためのヒントや活動を続ける上でのポ

イントなどをまとめたハンドブックを配付

します。 

市民公益活動団

体，市 

地域デビュー応援

講座の開催 

企業退職者（シニア世代）を始めとする地

域活動初心者を対象に，活動・情報収集方

法の紹介や活動体験など地域デビューを応

援する講座を開催します。 

市民，市民公益

活動団体，事業

者，市 

自治会活動の手引

の作成 

自治会活動の内容や会の進め方，地域活動

に関する市の施策や窓口，各種申請様式な

どを掲載した自治会活動の手引を配付しま

す。 

呉市自治会連合

会，市 

自治会への加入促

進 

自治会の意義や地域活動の紹介などを掲載

したリーフレットの作成・配付や転入・転

居者への案内など，呉市自治会連合会と連

携して自治会への加入を促進します。 

呉市自治会連合

会，市 

 

３ 市のサポート体制の更なる充実 

 事業名 事業内容 関連する団体等 

市民公務員の育成 市民視点で自分の職務を遂行でき，市民の

立場で市民に接することができる職員を育

成するため，体験プログラムを中心とした

職員研修の強化を図ります。 

市 

地域おこし協力隊

の活用 

過疎地域の活性化に意欲のある都市住民を

「地域おこし協力隊」として受け入れ，新

たな視点や若い世代の行動力に基づく地域

力の更なる向上を図ります。 

市民，市 

市民意見の市政へ

の反映 

パブリックコメント制度の運用，出前トー

ク，市長と「絆」トークなどにより，市民

意見を市政に反映することができる仕組み

を更に充実させます。 

市民，市 
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４ 協働事業の実践 

公共サービスに係る「協働領域」を更に拡大するため，市政の様々な分野において，市

を挙げて協働事業の実践に取り組みます。 

事業名 関連する団体等 

◆ 市民生活分野 

 

(1) 地域協働公共施設整備交付制度 市民公益活動団体，市 

(2) 呉市防災リーダーの育成 市民，市 

(3) 自主防災組織結成・育成支援 自主防災組織，市 

(4) 国際交流フェスタの企画・運営支援 市民公益活動団体，市 

(5) 呉地域オープンカレッジネットワーク事業 大学，市 

◆ 福祉・保健分野 

 

(6) 民生委員協力員制度 
民生委員協力員，民生委

員・児童委員，市 

(7) 要援護高齢者等見守り支援事業 
民生委員・児童委員，地

域包括支援センター，市 

(8) 子育て「ほっと・あんしん」推進事業 
事業者，呉市すこやか子

育て協会，市 

(9) 地域に根ざす健康づくり事業 地区自治会連合会，市 

◆ 教育分野 

 

(10) 成人の日記念式典の地域開催 

地域成人式実行委員会

（地区自治会連合会），

市 

(11) 児童・生徒の地域活動への参画の推進 

市民公益活動団体，市立

小・中・高等学校，教育

委員会，市 

(12) 
読書週間行事・えほんかい・くれ絵本カーニバ

ル 

各地区図書館絵本グルー

プ，教育委員会，市 

◆ 環境分野 

 

(13) 出前環境講座の実施 くれ環境市民の会，市 

(14) 地球環境美化推進事業 
自治会，リサイクル推進

員，市 

◆ 産業分野 

 

(15) 中心市街地活性化事業 
市民，市民公益活動団

体，事業者，市 

(16) 観光ボランティア活動支援事業 
各観光ボランティア団

体，市 

(17) 観光サービス業従事者活動支援事業 
市内観光サービス業事業

者，市 

(18) 農地水環境保全対策事業 市民公益活動団体，市 

◆ 都市基盤分野 

 

(19) 地域主導型交通サービス事業 市民公益活動団体，市 

(20) ふれあい花壇推進事業 市民公益活動団体，市 

(21) 空き家等の適正管理の推進 市民公益活動団体，市 

(22) 「清掃の匠」支援事業 
「清掃の匠」認定者，自

治会，市 
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５ 本計画の成果目標 

 本計画が目指す「多様な主体の協働による自主的で自立したまち（協働型自治体）」

の実現に向け，次に掲げる指標を，本計画における成果を判断する指標として定め，達

成に向けての取組を充実していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 現 状 
平成３０年度末

の目標 

まちづくりセンター講座の地域還元率（地域活

動や地域の人材育成への協力） 

※現状の数値は，公民館講座の地域還元率 

４８．６％ 

（Ｈ２４） 
７０％ 

市民公益活動団体と協働・連携した活動を行っ

ている自治会の割合 

１８．６％ 

（Ｈ２５） 
４０％ 

地域活動に積極的に参加する職員の割合 
３５．７％ 

（Ｈ２４） 
６０％ 
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